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（TEL．03－5485－5020） 
 

内部統制システムの構築に関する基本方針の一部改定に関するお知らせ 
 

当社は、平成 27 年 4 月 17 日開催の取締役会において、内部統制システムの構築に関する基本方針の

改定について、下記のとおり決議いたしましたので、お知らせいたします。 
 

 
記 

 
１．変更の理由 
  「会社法の一部を改正する法律」（平成 26 年法律第 90 号 平成 27 年 5 月 1 日施行）および「会社

法施行規則等の一部を改正する省令」（平成 27 年法務省令第 6 号）の内容を踏まえ、当社の内部統

制システムの構築に関する基本方針を見直し、必要な改定を行うものであります。 
 
２．内部統制システムの構築に関する基本方針改定の内容 
  改定後の内部統制システムの構築に関する基本方針は別紙のとおりであります。 
 

以  上 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 
別紙 

（1）取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 

  ① 業務運営の基本方針 

当社では、以下の経営理念を経営の拠り所とする。 

（経営理念） 

我が社は、食品加工機器・厨房機器の総合販売会社として、新しい見識と技術をお客様に提供し、

共存共栄の理想を実現し、会社の安定と社員の幸福を増進し、社会の繁栄に貢献することを経営

の理念とする。 

  ② 役員・使用人が、法令・定款違反行為を行いまたは行われようとしている事に気付いたときは、

速やかに代表取締役を含めた担当役員、または上司に通報（匿名も可）しなければならないと定

める。会社は通報内容を秘守し、通報者に対して不利益な扱いを行わない。 

  ③ 内部監査部門である監査室が、各部署における業務執行が法令・定款に適合しているか否かの監

査を実施する。 
 
（２）取締役の職務執行に係る情報の保存および管理に関する体制 

  ① 株主総会議事録、取締役会議事録、販売戦略会議の議事録は、法令および取締役会規程等に従い

作成し、適切に保存・管理するものとし、取締役および監査役は、当該規程に従い、常時閲覧で

きるものとする。 

  ② 稟議書、契約書、会計帳簿、その他、行政機関ならびに証券取引所に提出した書類、経営および

業務執行に関わる重要な情報、決定事項、社内通達などは、法令および取締役会規程、文書取扱

規程により適切に作成、保存・管理し、取締役および監査役は、当該規程に従い、閲覧できるも

のとする。 
 
（３） 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

  ① 損失の発生を回避するため、業務執行にあたっては、取締役会規程、稟議規程および職務権限規

程に定める決裁手続きにより、承認決裁を得た上で、これを行うものとする。 

  ② 損失の発生を回避するため、業務執行にあたっては、販売管理規程に定める与信管理・リスク管

理を実施し関係部署とも協議の上、これを行うものとする。 

  ③ 監査室の監査により法令・定款違反その他の事由に基づき損失の危険のある業務執行行為が発見

された場合には、発見された危険の内容および損失の程度等について直ちに担当役員および担当

部署に通報される体制を構築する。 
 
 
 



 

 
（４） 取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制 

  ① 定例の取締役会を毎月 1 回以上開催し、重要事項の決定ならびに取締役会の業務執行状況の監

督等を行う。 

② 取締役会の機能をより強化し経営効率を向上させる為、全取締役および関係者が出席する販売戦

略会議を毎月 1 回以上開催し、業務執行に関する基本事項および重要事項に係る意思決定を機

動的に行う。 

  ③ 販売、管理他提案等に関する情報交換および取締役会への上申事項を判断・協議する為、毎月 1

回以上取締役を含む部長会を開催する。尚、部長会の協議事項としては、次長会および課長会よ

り部長会に上申された検討事項を含む。 
 
（５） 当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

  ① 子会社は業務執行状況・財務状況等を定期的に当社に報告するものとし、子会社において経営上

重要な事項を決定する場合は、関係会社管理規程に基づき、合議のうえ関係書類の提出を求め、

検討・協議を行う。 

② 子会社の事業運営やリスク管理体制などについては、担当役員が総合的に助言・指導を行う。 

③ 監査室は、当社および子会社のリスク情報の有無を監査する。 

  ④ 当社および子会社に損失の危険が発生し、監査室がこれを把握した場合には、直ちに発見された

損失の危険の内容、発生する損失の程度および当社と子会社に対する影響等について、当社の取

締役会および担当部署に報告される体制を構築する。 

  ⑤ 当社と子会社との間における不適切な取引または会計処理を防止するため、監査室は、子会社の

各部署と十分な情報交換を行う。 

  ⑥ 関係会社管理規程に基づき、関係会社に関する業務の円滑化および管理の適正化を図り、円滑な

グループ活動と技術、生産、営業、販売等の諸問題につき協調を促進するため、必要のある場合

には関係会社会議を開催し、意思の疎通を図る。 

  ⑦ 公益通報者保護規程において、子会社の取締役等の行為も通報対象となることや子会社も通報制

度を利用できる通報者等に含まれている旨が規定されており、これを周知することにより、グル

ープにおける法令順守・コンプライアンス経営を強化する。 
 
（６） 監査役会の職務を補助すべき使用人に関する事項、当該使用人の取締役からの独立性に関する事

項、当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項 

  ① 監査室は、必要に応じて監査役の職務を補助する。 

  ② 前項の具体的な内容については監査役の意見を聴取し、担当取締役その他の関係各方面の意見も

十分に考慮し必要に応じて監査役の職務を補助すべき使用人を選定する。 



 

 
   ③ 前項に基づいて選定された使用人は、監査役から受けた指示に関して、取締役、監査室長等の指

揮命令を受けない。 

  ④ 監査役の職務を補助すべき使用人には、監査役の指示による調査の権限を認め、その者の人事に

関する事項の決定には監査役会の同意を得る。 
 
（７） 当社および子会社の取締役および使用人等が監査役に報告するための体制、その他の監査役への

報告に関する体制、報告したことを理由として不当な取扱いを受けないことを確保するための体

制 

  ① 当社および子会社の取締役および使用人は会社に対し、著しい損害をおよぼす恐れのある事実を

発見した時は法令に従い直ちに監査役に報告する。 

  ② 当社および子会社の取締役および使用人は、各監査役の要請に応じて必要な報告および情報提供

を行うこととする。 

  ③ 監査役は取締役会の他、重要な意思決定の過程および業務の執行状況を把握するため、主要な会

議に出席するとともに稟議書その他業務執行に関する重要な文書を閲覧し、必要に応じて取締役

または使用人にその説明を求める業務が適正に執行されていることを監査する。 

  ④ 公益通報者保護規程に基づき、総務部は内部通報窓口への通報の状況を監査役に報告する。 

  ⑤ 当社は、公益通報者保護規程に、通報者等が通報等をしたことおよび監査役に報告した者が同報

告をしたことを理由として、いかなる不利益な取扱いも被ることがないよう、必要な措置を講ず

るとともに、通報者等の職場環境の保全に努める旨を規定している。 
 
（８） その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

  ① 監査役の職務を補助する部署の設置に関する件、取締役および使用人が監査役に報告をするため

の体制を含め、当社の監査体制と内部統制システムとの調整を図り、監査体制の実効性を高める。 

  ② 取締役および使用人は、監査の実効性確保に係る各監査役の意見を十分に尊重しなければならな

い。 

  ③ 監査役会は、監査の実施にあたり独自の意見形成を行うことを目的とし、必要に応じて法律・会

計の専門家その他の外部アドバイザーを会社の費用で活用することができる。 
 
（９） 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方 

  ① 健全な会社経営のため、反社会的勢力との関係を遮断する。 

  ② 市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては警察等の外部専門機関との連携

体制を構築し、毅然とした態度を貫きます。 

以  上 


